
 

《様式１》 

（平成３０年８月２９日 農村振興課） 

「第２回アドバイザー会議」における質問内容及び回答内容 

 
                       調書番号：８  事業名：やまなし農業・農村総合支援事業費   

 
 

アドバイザー 質  問  内  容 説明者職・氏名 回  答  内  容 

小澤アドバイザー 

 

・市町村は若い方に耕作放棄地を活用するよう勧

めていると聞いている。何もない中で始めるには、

このような補助制度が必要だと感じる。 

 

 

・（農作物の）盗難も耳にする。盗難防止システム

等への補助もしているとのこと。果樹王国山梨で

は必要だと感じる。 

 

 

・自主点検シートの２ページ目、生産性の効率化

のところに「海外輸出」とあるが、生産者が自分でＪ

Ａ等に行き、（輸出が）可能になれば、そこへの補

助をするということか。 

 

・自主点検シートの「見直しの必要性」の箇所で、

事務費用に時間を要している、と説明していた

が、どのような流れになっているのか？（手順の説

明があちこちに行ってわからない）。 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

・耕作放棄地については、山間地等を中心に県下各地で散見される。荒

れてしまった土地については、基盤整備等を行った上で意欲ある方に集

約していくことになる。その際に、農家が当事業を活用して機械等の整備

を行うことにより、規模の拡大等にもつながる。 

 

・盗難防止センサーについては、昨年度、「新しい課題」として支援。具体

的には、果樹産地であるＪＡこま野（現 ＪＡ南アルプス市）が導入した。設

置した園では盗難被害が１件もないことから、今後拡大も検討していると

聞いている。 

 

・輸出については、ＪＡや行政関係者等が輸出協議会を組織しており、こ

の協議会が中心となって、東南アジア等に向けた輸出に取り組んでい

る。品目は果物が主であり、モモは台湾、ブドウは香港への輸出が多い。

観光部と連携して観光のＰＲも実施している。 

 

・事業本体（補助金交付時）の話ではなく（事業の内容審査に係る話であ

り）、事業者が要望を上げる際は、まず市町村へ届出を行い、市町村が整

理した上で農務事務所へ計画内容が届出される。その後、農務事務所が

本課へ提出という流れとなっている。農務事務所から本課に提出された 



 

  

アドバイザー 質  問  内  容 説明者職・氏名 回  答  内  容 

 

 

 

 

 

 

小澤アドバイザー 

 

 

 

村上アドバイザー 

 

 

 

 

 

 

・農業委員会というものがあると記憶しているが、

この事業との関連は。 

 

 

・平成２９年度については、補助メニューのうち、

「人材・担い手対策」が０件であったが、応募がな

かったということか。 

 

・（追加資料の）１２ページで、応募総数が３０とい

うのは、希望者が市町村に申し出た数か？農務

事務所が調書を出した数か。 

 

・当事業は国の補助事業と重複して支援を受ける

ことはできない、とのことだが、一つの団体に何回

も補助を行わない、等の決まりはあるのか。 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

書類について、審査に必要な内容が不備であったり、モデル性等につい

て疑問がある場合などは差し戻して、事業者への再確認等を依頼してお

り、そこに時間を要している。今後は書類の様式等を工夫し、事業計画の

内容の再確認等が必要ない形にすることで、事務時間を削減することを

考えている。 

 

・直接の関わりはない。農業委員会は、農地の転用等、農地に関する案

件を取り扱っている。 

 

 

・２９年度については応募がなかった。 

 

 

 

・事業者から市町村に対し申し出があった数である。 

 

 

 

・事業の要綱には、重複は認めないという条文はないが、運用上、同一事

業主体に同類の補助は行わないよう、事業採択の際に審査している。 

 



 

 

アドバイザー 質  問  内  容 説明者職・氏名 回  答  内  容 

村上アドバイザー 

 

 

 

 

小口アドバイザー 

・（追加資料の）１４ページで、目標の達成状況に

ついては事業終了後３年間報告するとのことだ

が、目標達成の状況に関わらず、３年を過ぎたら

報告しないのか。 

 

・市町村の上乗せ補助があった事例が（追加資料

６の）表で示されているが、これ以外に事例はある

のか。 

 

・（追加資料１の）「やまなし農業・農村総合支援

事業実施要領の運用について」には、実施主体

についての記載があるが、市町村についての記

載がない。市町村が事業の実施主体になれること

は、何を見ればわかるのか。 

 

・「運用について」を見て補助金申請をするのであ

れば、市町村が実施主体になれる旨の記載がな

いといけないのではないか。 

 

・また、（追加資料４では）事業主体から提出され

た要望を市町村が審査する、とあり、市町村が補

助金交付の中間に位置することになっているが、

その場合、市町村自身が事業主体となることはい

かがかと思われる。県の方針だとは思うが。 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

・事業のルール上は３年で報告期間が終了するが、目標達成できていな

かった実施主体に対しては、その後も地域普及センター等が指導を行

い、目標達成できるよう取り組んでいる。 

 

 

・この表に記載の事例のみである。 

 

 

 

・事業の補助金交付要綱に記載がある。 

 

 

 

 

 

・はい。 

 

 

 

・はい。 



 

 

アドバイザー 質  問  内  容 説明者職・氏名 回  答  内  容 

小口アドバイザー ・村上アドバイザーからも意見があったが、同一の

実施主体が同一事業を行う場合は対象としないと

いうことは、ほとんどの補助事業で明文化されて

いる。当事業でも「運用について」等で記載すべ

き。 

 

・（追加資料５の）目標達成率と改善指導状況を

見ると、平成２７年度に事業を実施した１３件のう

ち６件で達成率が非常に低い。どのような指導を

しているのか。 

 

・目標未達成の要因が販売促進やマーケティン

グについてであれば、その分野の専門家を派遣

することも考え方の一つと思うがどうか。 

 

・実績として、今までそういう事例はあるのか。 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

 

課長 上野公紀 

 

 

 

課長 上野公紀 

・はい。 

 

 

 

 

 

・設定した目標が販売金額や品質の向上であった箇所については、平成

２９年度の天候不順で不作となったことが大きな要因。地域普及センター

とＪＡが連携し、栽培技術や販路等についての指導を行い、目標達成に

向けて努力している。 

 

・当事業では専門家の派遣は補助対象になっていないが、当課所管の

別事業で、地域の要望に応じて専門家を派遣する「アグリビジネス推進事

業」があるので、必要があれば当事業も活用し支援していく。 

 

・実施主体を直接、支援した事例はないが、地域の核となる団体であるこ

とから、何らかの関わりは持っている。引き続きフォローしていく。 

 


